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令和６年度川本町一般会計当初予算案の概要 

〔予算の概要〕 

□ 予算総額 ５０億３１３万５千円（５年度 ４６億８，９８０万８千円 ６．７％増） 

本町において、令和２年度に策定した「第６次総合計画」に基づき、持続可能な税源

涵養に資する少子化対策や、新しい人の流れづくりをはじめとする人口減少対策に重

点的に取り組み、これまで一定の成果を残してきた事業は継続・拡充して実施していく。

またこれに加えて、引き続き公共施設総合管理計画の推進につながる公共施設の除却

や長寿命化に対する取り組みも積極的に推進し、アフターコロナを見据え、社会経済活

動を正常化し、DX の推進などにより個性を生かした地域づくりに取り組んでいくこととし

ている。 

令和６年度の一般会計当初予算の編成にあたっては、第６次総合計画及びデジタル

化推進計画に対応する経費として一般財源額８，０００万円の特別枠を設け、重点的に

盛り込んでいる。主なものとして、治水対策では、令和５年度から事業が本格化した谷地

区及び瀬尻・久料谷地区治水対策事業（１億２,７００万円）、人口減少対策では、因原

地区で実施する定住促進住宅整備事業（１億４，１９５万１千円）や新たな「挑戦人口」創

出を目指す女子野球で繋がるプロジェクト事業（２，２１０万円）、更なる子育て支援策の

充実に向けて学校給食費無償化事業（１，２５２万円）等を計上している。また、デジタル

化推進事業では、小中で一貫した学力を育むための ICT 整備事業（１，０５１万５千円）

等を計上している。 

これらの事業の実施により、令和６年度の予算規模は、前年度当初予算に比べ３億１，

３３２万７千円増（＋６．７％）の５０億３１３万５千円となった。主な増額の要因は、４棟建

築を行う定住促進住宅整備事業が７,３３４万６千円増となったことや、因原地区内水排

除施設拡張事業の６，５５０万円皆増等により、普通建設事業費が前年度比１億５，４７７

万２千円増となったことがあげられる。また、邑智郡総合事務組合負担金（情報システム

課）が標準化関連作業に伴い３，８８９万７千円増となったこと、令和６年４月に地方公営

企業法適用に移行する簡易水道事業会計への繰出金が２，８９１万７千円増となったこ

と等も主な増額要因の一つである。 

当初予算編成において不足する財源を補うため、財政調整基金の取崩しを前年度

比５，６９４万６千円増の１億８，６９４万６千円計上した。また、近年実施している各投資

的事業の財源に充当した地方債の元金償還開始に伴い公債費が増額となり、その財

源を補うため減債基金の取崩しを２億円計上している。今後の財政推計においても、公

債費の増加が見込まれることから、今後しばらくの間、減債基金の取崩しを計上していく

予定である。また、引き続き治水対策事業や自治体システム標準化等の大型事業が予

定されていることから、既存事業の必要性をゼロベースから抜本的改善に取り組み、こ

れまで以上に地方債の発行抑制や経常経費の削減に努めていく必要がある。なお、令

和６年度末の基金残高（財政調整基金・減債基金・特定目的基金の合計）は、前述の
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財政調整基金や減債基金の取崩しの他に、特定目的基金の活用を図っているため、令

和５年度３月補正後をベースに、４億９，９６１万９千円減の１８億１,１７８万１千円になる

見込みである。 

 

〔歳  入〕 

１ 町  税 

□ ３億２，９７０万６千円（５年度 ３億３，０８１万２千円 ０．３％減） 

令和６年度の地方財政計画において、地方自治体独自の財源となる地方税収は、１，

４２２億円減の４２兆７，３２９億円で前年度に対し０．３％減とされているが、川本町におい

ても、前年度当初予算に比べて１１０万６千円減（△０．３％）の３億２，９７０万６千円を見込

んでいる。 

個人町民税については、異動見込み等をふまえて、前年度に比べて２００万円増（＋

１．９％）の１億９４０万円を計上している。また法人分については、令和５年度決算見込

みにより、前年度に比べて１００万円増（＋４．０％）の２，６００万円を計上している。  

固定資産税については、３年毎の評価替えの影響により、前年度に比べて４０１万２

千円減（△２．５％）の１億５，８９１万９千円を計上している。 

また、軽自動車税については、県試算の環境性能割も含め、前年度に比べて９万４

千円減（△０．６％）の１，４３８万７千円、たばこ税については、令和５年度見込みを参考

に、前年度と同額の２，１００万円を計上している。 

 

２ 地方譲与税、地方消費税交付金及び法人事業税交付金等 

□ １億４，９４５万９千円（５年度 １億４，４３１万１千円 ３．６％増） 

令和５年度の決算見込額を基礎として、地方譲与税は前年度比７３２万５千円増（＋

１５．６％）の５，４３５万３千円、地方消費税交付金は前年度比４０６万８千円減（△４．

８％）の８，１０１万１千円、法人事業税交付金は前年度比７９万３千円増（＋１０．１％）の

８６５万５千円を計上し、総額では前年度比５１４万８千円増（＋３．６％）の１億４，９４５万

９千円を計上した。 

 

３ 地方特例交付金 

□ ９０万円（５年度 ８０万円 １２．５％増） 

令和５年度の決算見込額を基礎として、前年度比１０万円増（＋１２．５％）の９０万円

を計上した。 

 

４ 地方交付税 

□ ２２億９０４７万１千円（５年度 ２３億９３３万１千円 ０．８％減） 

普通交付税については、基準財政収入額は、令和５年度算定及び国指示率を用いた

試算により３，８９８万９千円の増を見込んだ。基準財政需要額は、会計年度任用職員に
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係る給与改定及び勤勉手当支給に要する経費等が盛り込まれたこと等による包括算定経

費の１，３２２万１千円の増や、個別算定経費へこども子育て費が創設されることを考慮し

前年度比８７万７千円の増等の要因により、全体で前年度比１，７０４万４千円の増額を見

込んだ。また、臨時財政対策債への振替額は、国の地方財政計画において、地方財政健

全化の取り組みにより臨時財政対策債の抑制が図られていることから、前年度比７９２万９

千円減の３０９万４千円を見込んだ。これらにより、普通交付税額としては、前年度比２，１

８３万９千円減（△１．１％）の２０億１，０４４万９千円を試算し、交付額が予算割れを起こさ

ないようより堅く見積もるための調整額７，０００万円、臨時財政対策債振替相当額３０９万

４千円を除いた１９億３，７３５万５千円を計上した。 

一方、特別交付税は、地域おこし協力隊及び集落支援員の増員による１，１０５万３

千円の増額で見込んだが、調整額（特別な財政需要）を近年の全国での災害発生状況

等を踏まえ２，９３３万９千円の減額で見込んだ。これにより、前年度比４９５万円減（△１．

２％）の３億５，３１１万６千円を計上した。 

 

５ 分担金・負担金及び使用料・手数料 

□ １億６，４３７万６千円（５年度 １億６，３４１万１千円 ０．６％増） 

分担金・負担金については、老人福祉施設入居者負担金や在宅当番医制運営費負

担金等を見込み、前年度比４１４万４千円減（△１１．６％）の３，１５４万５千円を計上した。

主な減額の要因として、農地耕作条件改善事業地元分担金の３７５万円減があげられ

る。 

使用料・手数料については、町営住宅使用料や学習交流センター、まちごと魅力化

センター等の各種施設使用料、戸籍・住民票等証明交付手数料等を計上し、前年度比

５１０万９千円増(＋４．０％)の１億３，２８３万１千円を計上した。増額の要因は、使用料

の増額を踏まえて学習交流センター使用料が２９２万４千円増、まちごと魅力化センター

使用料が１８１万２千円増によるものである。 

 

６ 国庫支出金 

□ ５億１，６９０万３千円（５年度 ４億７，５１７万６千円 ８．８％増） 

 新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金の７７３万６千円の皆減や、立地適正化

計画策定に係るコンパクトシティ形成支援事業費補助金の５５０万円皆減、デジタル田

園都市国家構想交付金の３６１万１千円の減はあるものの、町道柿木原線落石対策事

業や町営住宅改修事業等に係る社会資本整備総合交付金の２，１８２万５千円増や、

地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係るデジタル基盤改革支援補助金の２，

１７６円皆増、空き家対策総合支援事業補助金の９５０万円増、保育所の児童数増に伴

う子どものための教育・保育給付費交付金９３５万６千円増等の影響により、総額で前年

度比４，１７２万７千円増（+８．８％）の５億１，６９０万３千円を計上した。 

 また、主なものとして、社会資本整備総合交付金２億１，６７９万８千円、障害者自立支
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援給付費負担金６，７７８万円、保育所運営に係る子どものための教育・保育給付費負

担金７，４９１万８千円、生活保護費負担金３，２６９万７千円、児童手当負担金２，４１９

万６千円、デジタル基盤改革支援補助金２，１７６万円、高校生の地域留学推進のため

の高校魅力化支援事業交付金１，０００万円を計上した。 

 

７ 県支出金 

□ ２億４，００３万１千円（５年度 ２億６，１８２万３千円 ８．３％減） 

総額で前年度比２，１７９万２千円減（△８．３％）の２億４，００３万１千円となった。なお、

主な減額の要因としては、農地耕作条件改善事業補助金の１，７５０万円減、防災重点

ため池に指定されたすべてのため池の整備が完了したことに伴う農業水路等長寿命

化・防災減災事業補助金の１，２００万円皆減等があげられる。増額の要因としては、定

住促進住宅整備事業や住まいづくり応援事業に係るしまね定住推進住宅整備支援事

業補助金の１，６７８万３千円増、大邑農道の橋梁点検に係る農業農村整備事業補助

金の５００万円皆増、保育所の児童数増に伴う子どものための教育・保育給付費交付金

の４８９万６千円増等があげられる。 

また、主なものとして、障害者自立支援給付費負担金３，３８９万円、保育所運営に係

る子どものための教育・保育給付費負担金３，１９９万１千円、しまね定住促進住宅整備

支援事業補助金２，９４１万５千円、中山間地域等直接支払事業交付金１，７１０万５千

円、後期高齢者医療基盤安定負担金１，４９６万８千円、学習交流センターやまちごと魅

力化センター運営費に係る交流施設利用寄宿舎運営費補助金１，１９５万１千円を計上

した。 

 

８ 財産収入 

□ １，２３８万４千円（５年度 １，２２２万６千円 １．３％増） 

財産運用収入として土地建物の貸付収入及び利子・配当金等を見込み、総額で前

年度比１５万８千円増（＋１．３％）の１，２３８万４千円を計上した。主な増額要因は邑智

郡森林組合の出資配当金の９万４千円増によるものである。 

 

９ 寄附金 

□ １，５０９万６千円（５年度 ２，１０４万６千円 ２８．３％減） 

寄附金は、近年の寄附金実績をもとに寄附返礼に伴う報償金とふるさと納税業務委

託料等歳出額を見込み計上した。ふるさと思いやり基金起業家支援寄附金について、

当初予算では想定が無く計上を見送ったことが主な減額要因となり、前年度比５９５万

円減（△２８．３％）の１，５０９万６千円を計上した。 
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１０ 繰入金 

□ ５億９０９万７千円（５年度 ４億４，６８８万９千円 １３．９％増） 

基金繰入金は前年度比６，２２０万８千円増（＋１３．９％）の５億９０９万７千円を計上

した。主な増額要因は、近年借入れを行った地方債の元金償還開始に伴い増額となる

公債費の財源として、減債基金繰入金を前年度比１，６５７万４千円増（＋９．０％）の２

億円計上したことがあげられる。 

財源不足を補うための財政調整基金繰入金は、前年度比５，６９４万６千円増（＋４３．

８％）の１億８，６９４万６千円を計上している。 

また、特定事業へ充当するためのその他特定目的基金については、前年度比１，１３

１万２千円減（△８．５％）の１億２，２１５万１千円の繰入れを予定している。この内、町営

住宅の改修費等へ充当するため、公共施設等総合管理基金からの繰入を前年度比１，

９５１万８千円減（△１６．９％）の９，６０３万４千円を計上している。 

基金残高については、令和５年度末の見込み２３億１，１４０万円に対して、令和６年

度末が１８億１，１７８万１千円となる予定である。 

 

１１ 諸収入 

□ ９，３７１万８千円（５年度 ８，６７６万円 ８．０％増） 

総額で前年度比６９５万８千円増（＋８．０％）の９，３７１万８千円を計上した。 

主な増額要因は、谷地区治水対策事業に係る光ケーブル共架移転補償費の７００万

円皆増、女子野球で繋がるプロジェクト事業に対して交付される新たな「移住・定住」推

進プロジェクト補助金の６４８万円皆増等があげられる。主な減額要因としては、造林事

業受託収入の４３６万７千円減等があげられる。 

また、その他主なものとして、介護保険事業委託料２，０９５万５千円を計上した。 

 

１２ 町  債 

□ ６億８，０９９万４千円（５年度 ４億３，７２２万３千円 ５５．８％増） 

町債については、前年度比２億４，３７７万１千円増（＋５５．８％）の６億８，０９９万４千

円を計上した。主な増額要因は、令和５年度から事業が本格化した谷地区及び瀬尻・

久料谷地区治水対策事業債（緊自）の１億１，４６０万円増等があげられる。 

令和６年度の主な借入は、定住促進住宅整備事業債（過疎）９，９００万円、公立邑智

病院建設改良事業債（過疎）６，６００万円、因原地区内水排除施設拡張事業債（緊自）

６，５５０万円、道路災害対策事業債（過疎）５，４７０万円、町道田原絵堂線改良事業債

（辺地）３，６５０万円等である。 

また、過疎ソフト事業債についても、前年度と同額の８，０００万円を計上し、効果的な

財源確保により積極的なソフト事業実施を行う。 

国の地方財政対策により、財源不足額を地方交付税から地方公共団体の借入金に

振り替える臨時財政対策債（赤字地方債）については、地方財政計画において、地方
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財政健全化の取り組みにより大幅に抑制されており、前年度比７９２万９千円減（△７１．

９％）の３０９万４千円を計上した。 

以上より、令和６年度末の地方債現在高見込みは、令和５年度末見込み額から１億２,

２０３万４千円増の５５億５，０７４万５千円となった。 

 

〔歳  出〕 

１ 義務的経費 

□ １８億９２８万１千円（５年度 １７億２，４０７万２千円 ４．９％増） 

人件費の総額は前年度比４，５７０万５千円増（＋７．０％）の６億９，９７５万３千円を計

上している。特別会計及び公営企業会計５名を含む全体の正規職員数は６４名となり、

一般会計では、２名増の５９名分を計上している。また会計年度任用職員は、２名減の６

６名分を計上しており、会計年度任用職員に係る人件費は３５６万１千円増の１億５，２０

１万４千円となった。 

扶助費の総額は前年度比２，１７０万４千円増（＋４．２％）の５億３，５１２万１千円を計

上している。主な増額要因は、保育所の児童数増により子どものための教育・保育給付

費が前年度比２，２５９万９千円増（＋１７．１％）の１億５，４６７万４千円となったことがあ

げられる。また、その他主なものとして、障害者自立支援給付費は前年度比２１４万４千

円増（＋１．６％）の１億３，５５６万円、養護老人ホーム措置費は前年度比１１万９千円増

（＋０．１％）の８，９７６万５千円、生活保護扶助費は前年度比９４万２千円減（△２．

１％）の４，３５９万７千円、児童手当は前年度比６２万円増（＋１．８％）の３，４７０万円を

計上した。 

公債費については、令和３年度に借り入れた町道三原三谷線防災・減災事業（辺地）

や令和２年７月豪雨災害に係る災害復旧事業債等の元金償還が開始されることにより、

総額は前年度比１，７８０万円増（＋３．２％）の５億７,４４０万７千円を計上している。 

 

２ 投資的経費 

□ ９億８，９６１万４千円（５年度 ８億３，４８４万２千円 １８．５％増） 

普通建設事業費の総額は前年度比１億５，４７７万２千円増（＋１８．５％）の９億８，９

６１万４千円を計上している。主な増額の要因としては、定住促進住宅整備事業の７,３３

４万６千円増、因原地区内水排除施設拡張事業の６，５５０万円皆増、防災情報ネットワ

ークシステム整備事業の４，２８７万５千円皆増、通学路安全対策事業の２，０１０万円の

皆増等によるものである。減額の要因としては、町道田原絵堂線改良事業の３，９７１万

９千円減、農地耕作条件改善事業費の２，５００万円減等があげられる。 

その他の主な事業として、道路災害対策事業１億２，６１１万５千円、かわもと音戯館

改修工事２，５００万円、コミュニティバス整備事業１，４４６万８千円等を計上した。 
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３ その他経費 

□ ２２億４２４万円（５年度 ２１億３，０８９万４千円 ３．４％増） 

その他経費については、ほぼ固定経費化しつつあるものが大部分を占めている。近

年の光熱水費・燃料費高騰によって物件費が大幅に増加する等、経常収支比率を引き

下げ難い現状にあるが、既存事業の見直しを引き続き行い、他事業へ充当できる財源

を確保し、「第６次総合計画」の着実な推進と、地域の行政課題に適切に対応し、地域

の実情や創意工夫に基づき住民ニーズに対応することが行政として求められている。 

その他経費の総額は前年度比７，３３４万６千円増（＋３．４％）の２２億４２４万円を計

上した。 

その他経費の中で、補助費等は、前年度比１，４４５万３千円増の１０億８，３２７万６千

円を計上している。主な増額要因は、邑智郡総合事務組合負担金（情報システム課）が

標準化関連作業に伴い３，８８９万７千円の増、民間住宅の新築が予定されていることに

伴う住まいづくり応援事業のうち民間住宅整備支援事業補助金が２，４００万円増、女子

野球で繋がるプロジェクト事業に係る移住定住促進事業費補助金が１，２６０万円皆増、

高機能消防指令センター整備等に伴う江津邑智消防組合負担金の１，１４３万１千円増

等があげられる。また、主な減額要因は、令和５年度に新病院の建設事業がピークを迎

えた公立邑智病院負担金が７，６４２万７千円の減となったことがあげられる。 

負担金の主なものとして、江津邑智消防組合負担金１億５，６６０万円、公立邑智病

院負担金１億４２２万３千円を計上した。補助金の主なものとして、公的病院等支援費補

助金１億６，８００万円、社会福祉協議会人件費補助金２，４１５万４千円、「かわもと暮ら

し」への交流人口拡大推進事業補助金２，３５５万円及び移住定住促進事業費補助金

１，４２８万２千円を計上した。 

近年増額で推移している物件費は、前年度比１，２９８万５千円増（＋２．０％）の６億７，

７４４万６千円を計上している。物件費の中で大きな割合を占める委託料については、前

年度比５１万４千円増（＋０．１％）の３億９，８５６万１千円を計上しており、増額要因とし

ては、庁内ネットワークの強靭化サーバーやウイルス対策ソフト更新に伴う情報機器整

備業務委託料の９８３万１千円増があげられる。減額の要因としては、指定管理業務の

見直しに伴うかわもと音戯館指定管理委託料の９１２万５千円減があげられる。 

繰出金は前年度比３，７４２万２千円増（＋１０．６％）の３億８，９８２万円を計上してい

る。令和６年４月に地方公営企業法適用に移行する簡易水道事業会計は前年度比２，

８９１万７千円増（＋５０．１％）の８，６６９万２千円、同じく移行する農業集落排水処理事

業会計は、前年度比８２万３千円増（＋０．７％）の４，４０１万３千円を計上した。また、国

民健康保険事業特別会計は前年度比８６１万９千円減（△１４．２％）の５，１９６万７千円、

後期高齢者医療特別会計は前年度比５５万９千円減（△０．６％）の９，５６７万３千円、

介護保険事業は前年度比１，６８６万円増（＋１７．８％）の１億１，１４７万５千円を計上し

た。 

 

 

-8-



 

４ 新規事業・主要事業  

「第６次総合計画」の実現に向けて、成果指標を設定した重点事業や、「デジタル化

推進計画」に基づくデジタル化推進事業、「公共施設等総合管理計画」に基づく老朽化

等対策事業等を着実に推進するため、以下の事業については特別の予算枠を配分し

事業を実施する。 

 

□ 総務財政課 

➢ 因原内水排除用ポンプ増設事業 【拡充】 ６，５５０万円 

 

 

□ まちづくり推進課 

➢ 女子野球で繋がるプロジェクト事業 

➢ 定住促進住宅整備事業 

【新規】 

【継続】 

２，２１０万円 

１億４，１９５万円 

 

 

□ 産業振興課 

➢ 商業活性化支援事業 

➢ 地元産肥育牛導入支援事業 

➢ 林業担い手確保応援事業 

➢ 有害鳥獣被害防止対策事業 

【拡充】 

【新規】 

【新規】 

【拡充】 

１，０００万円 

４０万円 

６０万円 

３９９万円 

 

 

□ 地域整備課 

➢ 町道因原日向線改良事業 

➢ 瀬尻・久料谷地区治水対策事業 

➢ 谷地区治水対策事業 

【新規】 

【継続】 

【継続】 

２,１１０万円 

７００万円 

１億２，０００万円 

 

 

□ 教育課 

➢ 小中で一貫した学力を育むための ICT整備事業 

➢ 学校給食費無償化事業 

➢ 学校施設建設検討事業 

【拡充】 

【新規】 

【新規】 

１，０５２万円 

１，２５２万円 

４６万円 
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因原内水排除用ポンプ増設事業【拡充】 

当初予算額：６５，５００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○ 豪雨時、因原地区において永続的に内水被害が発生。 

○ これまで対策を講じてきたが近年も被災実績があり早急な対策が必要。 

○ 令和４年度因原地区内水排除調査の結果、現在の体制（国交省ポンプ車の併用）では３０

㎥/分の排水量の不足が見込まれることが想定。 

○ 排水能力３０㎥/分のポンプを設置し内水被害の防止を図る。 

 

２ 概 要 

○ かま場の拡張  ：取水量増加への対応のため、既存箇所を拡張。 

○ ポンプ設置   ：ポンプ４基を増設。（排水能力は４基で３０㎥/分） 

○ ポンプ排水管敷設：堤防の天端に排水管を這わせ、盛土により設置。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【かま場】 【排水ポンプイメージ】 

 

３ 予算額                       

歳
入 

緊急防災・減災事業債  ６５，５００千円 

歳
出 

測量設計委託料 

工事請負費（かま場拡張、ポンプ設置、排水管敷設） 

土地購入費（かま場周辺） 

計 

８，５００千円 

５５，５００千円 

１，５００千円 

６５，５００千円 

 

令和６年３月８日 
総 務 財 政 課 
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女子野球で繋がるプロジェクト事業【新規】 

当初予算額：２２，１００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○若年層の流出やマンパワー不足が顕著。 
〇地域おこし協力隊員の減少。 
〇議会から「女子野球タウン」認定を活用したまちづくりについての提案。 
○「女子野球タウン」認定申請に合わせて、女子硬式野球クラブ構想を９月定例会全員協議 

会及び１０月臨時会活性化委員会で議会に提案。 
○本町の歴史・背景やこれまでの取り組みを踏まえ、新たな人流「挑戦人口」の創出、地域 

産業の振興、タウンプロモーションの創造を推進。 

２ 概 要 

○地域おこし協力隊制度等を活用した女子硬式野球クラブの創設。 

〇選手（地域おこし協力隊）が関係団体と連携し地域課題の解消に向け取組。 

〇タウンプロモーションによる情報発信強化。 

〇民間企業へのインターンプログラムや資格取得支援制度による人材育成。 

〇練習拠点となる川本西グラウンドにバックネット設置等の環境整備。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額 

歳
入 

新たな「移住・定住」推進プロジェクト補助金 

(島根県市町村振興協会)補助率：４／５ ※Ｒ６～Ｒ８活用 

過疎対策事業債 

特別交付税（地域おこし協力隊）１０／１０ 

計 

６，４８０千円 

 

２，５００千円 

１３，０００千円 

２１，９８０千円 

歳
出 

測量設計委託料、工事請負費（川本西グラウンド） 

移住定住促進事業補助金（かわもと暮らし） 

事務費（選手募集に要する経費 ※旅費など） 

計 

８，５００千円 

１２，６００千円 

１，０００千円 

２２，１００千円 

 

令和６年３月８日 
まちづくり推進課 

 

色塗り：新たな「移住・定住」推進プロジェクト補助金活用予定費用 

・既設バックネット撤去 ・グラウンド攪拌・整地

・既設コンテナ・プレハブ倉庫移設・撤去 ・暗渠排水工

・バックネット設置 ・３塁側既設ネット修繕

・バックネット裏防草コンクリート ・３塁側フェンス外防草モルタル

・３塁側フェンス外樹木伐採

・監督・コーチ等人件費（3名） ・監督・コーチ等人件費（14名） ・監督・コーチ等人件費（19名）

・その他活動費 ・その他活動費 ・その他活動費

・プロモーション経費（HP・動画制作） ・プロモーション経費 ・プロモーション経費

・選手募集に要する経費 ・選手募集に要する経費 ・選手募集に要する経費

交流・定住支援補助金（クラブ運営費等） 交流・定住支援補助金（クラブ運営費等） 交流・定住支援補助金（クラブ運営費等）

令和6年度 令和7年度 令和8年度

川本西グラウンド環境整備費 川本西グラウンド環境整備費
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 定住促進住宅整備事業 【継続】 

当初予算額：１４１，９５１千円 

１ 現状と課題及び目的 

○平成２６年度から令和４年度で２３戸約９０人が入居。 

 〇令和５年度因原地区にて建設用地（民地）の取得、設計。 

 〇地質調査による地盤改良の指摘があり、改良の必要性から建築工事見送り。 

 〇令和５年度第３回議会定例会全員協議会にて変更説明。 

  （令和５年度：２戸、令和６年度：２戸 ⇒ 令和６年度：４戸） 

○新婚世帯や子育て世代からニーズの高い、良質な住まいの整備による移住人口の増加 

 

 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2,R3 R4 計 

地区 三原 木路原 三原 木路原 多田 多田 因原 
建
設
見
送
り 

因原 - 

建設 

戸数 
4戸 4戸 2戸 2戸 3戸 4戸 2戸 2戸 23戸 

入居 

者数 

4世帯 4世帯 4世帯 3世帯 4世帯 2世帯 2世帯 23世帯 

12人 17人 14人 17人 15人 9人 7人 91人 

 ※R2,R3年度は新型コロナウイルスの影響により建設見送り 

 

２ 概 要 

 ○定住促進住宅４戸の建設を因原地区で実施 

○木造平屋タイプ 

〇入居者募集 ：令和６年４月～ ９月（令和７年４月入居） 

〇工事監理委託：  〃  ５月～１２月 

〇建設工事  ：  〃  ５月～１２月 

内容：既設撤去・整地工事、地盤改良工事、排水管布設工事、住宅建築工事 

 

３ 予算額                     

歳
入 

しまね定住推進住宅整備支援事業補助金（県） 

補助上限額：３，５００千円／戸 

過疎対策事業債 

計 

１４，０００千円 

 

９９，０００千円 

１１３，０００千円 

歳
出 

工事監理委託料 

工事請負費（既設撤去・整地、地盤改良、住宅建築など） 

事務費（印刷製本費、手数料など） 

計 

９，１６０千円 

１３２，１００千円 

６９１千円 

１４１，９５１千円 

 

令和６年３月８日 
まちづくり推進課 
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商業活性化支援事業【拡充】 

当初予算額：１０，０００千円 

 

１ 現状と課題及び目的 

○令和４年度から電子決済アプリ・J-Coin Payを活用した町内限定利用ボーナス「まげなポ

イント」の付与事業を実施。 

〇事業実施による利用者および利用可能店舗の増加、同アプリの継続利用を促し、一過性の

ものにすることなく更なる地域経済活性化のため、年間を通じた利用機会を創出。 

〇特定健診、がん検診の受診に対する付与により、受診率の向上を図る。 

〇町内イベント等への参加に対する付与により、イベント等への参加促進を図る。 

○町内消費拡大による事業者支援。 

 

 

２ 概 要 

〇J-Coin Payを活用した町内限定ボーナス「まげなポイント」を付与。 

〇付与されたポイントは町内加盟店でのみ利用可能。 

〇令和６年度から、まげなポイントの付与対象を拡大。（町内イベント、健診・検診） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額                     

歳
出 

地域経済活性化電子決済ポイント還元業務委託料 

 ・まげなポイント原資        ５，７００千円 

 ・事務業務、システム利用など    ４，１００千円 

事務費（印刷製本費） 

計 

９，８００千円 

 

 

２００千円 

１０，０００千円 

 

令和６年３月８日 

産 業 振 興 課 

 

決済 

まげなポイント 

受診 

イベント参加 

まげなポイント 

町内 

加盟店 

健診 

検診 

健康づくり 

文化振興事

新規 

利用者 

町内限定利用による経済循環 

利用拡大 
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地元産肥育牛導入支援事業【新規】 

当初予算額：４００千円 

１ 現状と課題及び目的 

○不安定な社会情勢に伴う飼料費等の高騰の影響により畜産農家の負担が増。 

〇ＪＡしまねの肥育センター事業撤退方針により、事業承継者の育成及び地域畜産振興の衰

退化を回避するため、町内及び島根おおち管内における和牛生産体制の確立が必要。 

〇町内で肥育された子牛が取引される際に、買い手（生産者組織）に対して購入費の一部を

補助することで、買い手及び売り手（畜産農家）双方にメリットが見込まれ、町内の畜産

業の活性化を促進。 

 〇町内畜産農家の現状 

  ・飼養農家数：１０戸 

  ・飼養頭数 ：８５頭 

２ 概 要 

 ○町内及び島根おおち管内における和牛生産体制を確立するため、邑智郡３町及び江津市と 

連携を図り、買い手（生産者組織）に対して町内で肥育された子牛の購入費補助を実施。 

〇補助額 

子牛の買取価格の１/１０（１頭あたり上限５０千円） 

  

 

              

 

                            

 

 

 

    

              
 

 

 

 

３ 予算額                        

歳
出 

地元産肥育牛導入支援事業補助金 ４００千円 

 

令和６年３月８日 

産 業 振 興 課 

 

子牛市場 
売り手 

（町内畜産農家） 
買い手 

（生産者組織） 

和牛生産体制の安定化 

取引 

出荷 

売上 

子牛の購入費を補助

することにより経営

の安定化を図る。 

町補助 
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林業担い手確保応援事業【新規】 

当初予算額：６００千円 

 

１ 現状と課題及び目的 

○林業従事者の減少に伴う、林業事業体の担い手不足。 

〇新たな担い手の確保を目的に、町内に事業所を有する林業事業体へ就職した場合に奨励金 

  を給付し、雇用の促進を図る。 

 

２ 概 要 

 ○町内に事業所を有する林業事業体へ就職した場合に奨励金１０万円を給付。 

 〇加算措置として 

① 町外から住民票を移し就職した場合、１０万円を追加給付。 

② 島根中央高校卒業生（年齢制限なし）が就職した場合、１０万円を追加給付。 

   ※ 加算措置①と②は重複可 

 

 【例１】町外から住民票を移し就職した場合  

奨励金１０万円＋加算１０万円（①）＝ ２０万円 

  

【例２】島根中央高校を卒業後、町外から住民票を移し就職した場合 

奨励金１０万円＋加算２０万円（①＋②）＝ ３０万円 

 

３ 予算額                             

歳
入 

森林環境譲与税 ６００千円 

歳
出 

林業担い手確保応援事業補助金 ６００千円 

 

令和６年３月８日 

産 業 振 興 課 
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有害鳥獣被害防止対策事業【拡充】 

当初予算額：３，９８５千円 

１ 現状と課題及び目的 

○営農意欲の減退や耕作放棄地の増加により、鳥獣が出没しやすい環境。 

○近年、サル被害が深刻化しており、集落ぐるみの捕獲・防御・追い払いを基本とする既存

の取り組みに加え、サル対策を推進するため、新たな手法を取り入れ対策を実施。 

○サルの計画的な個体数管理のため、令和５年度において加害レベルの高い群れにGPS発信

機を装着し、データの収集を行った。令和６年度においてはデータの解析等を行い、効果

的な捕獲を実施し、サルの個体数減少を図る。 

 

２ 概 要 

 ○個体数調査（２群） 

 個体数管理を行うため、ＧＰＳを装着したサルの群れの正確な個体数を把握。 

 

 ○ＧＰＳのデータ回収及び解析 

 ＧＰＳ発信機を回収し、データを解析することで、群れの行動域を把握。 

 

 ○ＩＣＴ捕獲檻の設置場所の選定及び設置 

 ＧＰＳのデータを解析し、効果的な捕獲が行える場所を選定し設置。 

 

 〇集落での追い払い研修の実施 

 集落に対しても追い払いの研修を実施し、地域での防除を推進。 

 

 ○サル対策に係るコンサルティング等 

 捕獲計画の作成や捕獲に対する助言、相談等を実施。 

 住民向けの研修会や説明会等を開催。 

 

３ 予算額                       

  

歳
入 

特別交付税（有害鳥獣駆除に要する経費） 

※ 駆除処分経費（調査・研究等経費）×０．５ 

１，９９２千円 

 

歳
出 

川本町有害鳥獣被害対策協議会負担金 ３，９８５千円 

                         

   

令和６年３月８日 

産 業 振 興 課 
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町道因原日向線改良事業【新規】 

当初予算額：２１，１００千円 

１ 現状と課題及び目的 

〇路線は県道日貫川本線と国道２６１号を結ぶその他町道。 

〇路線の両側に高齢者福祉施設が位置し、豪雨時には内水により国道２６１号が通行不可と

なり孤立の危険性。 

〇避難路として道路幅員を拡幅し、道路利用者・地域住民への防災時の安全性を確保。 

 

２ 概 要 

〇本路線～県道日貫川本線間の新道を整備。 

 〇令和６年度は測量設計を行い、令和７年度に着工予定。 

 〇財源として社会資本整備総合交付金（補助率：５９．５％）と過疎対策事業債を活用。 

 
概略計画案 

３ 予算額                       

歳
入 

社会資本整備総合交付金（国） 補助率：５９．５％ 

過疎対策事業債 

計 

１１，９００千円 

９，２００千円 

２１，１００千円 

歳
出 

測量設計委託料 

事務費（システム使用料 外） 

計 

２０，１００千円 

１，０００千円 

２１，１００千円 

 

2号ブロック積擁壁　L=73m

1号ブロック積擁壁　L=80m

ガードレール L=82m

U型側溝300　L=70m

道路詳細設計（B)　L=0.08km

県道日貫川本線

ＪＲ三江線

5.7%
R=100

R=6

舗装面積　A=450m2

既
設
側
溝
へ
接
続

集水桝500-500-500

A型側溝（横断用）　L=7m

社会福祉法人川本福祉会

養護老人ホーム江川荘

令和６年３月８日 
地 域 整 備 課 
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瀬尻・久料谷地区治水対策事業（国直轄事業）【継続】 

                                 当初予算額：７,０００千円 

 

１ 現状と課題及び目的 

○豪雨による江の川の増水に伴い、直近５年間だけでも、平成３０年・令和２年・３年と    

立て続けに大規模な外水氾濫が発生。 

○国・県・町が一体となっての抜本的な治水対策の実施が決定(令和３年度末)。 

 

主 体 根拠となる計画 主なエリア 事業期間(注：予定) 

国(含む県・町) 治水とまちづくり連携計画 

緊急対策特定区間 

本川・下流部 ～概ね１０年間 

  

○事業完成までの間を補う応急対策工事も完了（令和４年６月）。 

○令和５年度は用地買収及び物件補償を実施。 

○基本的に、｢用地測量｣→｢補償物件調査｣→｢用地等購入｣→｢各種工事｣の順で事業実施。 

 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度～ 予 算 化 

国 

用地取得 

物件補償 

迂回路工事 

護岸工事 護岸・造成 

工事費については、国が一括発注

し、県及び町へ負担金を請求 

→ 町はその都度予算化 

県 
地元・関係機関 

との調整 

地元・関係機関 

との調整 

地元・関係機関 

との調整 

国が一括発注するため、国道261

号嵩上げ事業費について、負担金

を予算化。 

町 
用地取得 

物件補償 

用地取得 

物件補償 
造成工事負担金 

宅地部分の用地取得費及び物件

補償費を予算化。 

工事費の負担金分を予算化。 

 

２ 概 要 

○造成工事により、国道２６１号用地の一部が宅地化することに伴う分筆が生じるため、必

要な調査業務及び分筆登記を実施。（委託料：1,500千円） 

○不在者財産管理人選任等裁判所への手続が必要となり、令和５年度中に買収ができなかっ

た用地の取得及び物件移転交渉を継続実施。 

（用地取得費：4,900千円、物件補償費：100千円） 

〇事業費の推移は裏面の表を参照。 

 

 

 

(裏面) 

令和６年３月８日 
地 域 整 備 課 
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[歳入]                                    ［千円］ 
 ～令和5年度 令和6年度 令和7年度～ 合計 

地方債 101,000 4,900 19,600 125,500 

一般財源 10,300 2,100 62,300 74,700 

計 111,300 7,000 81,900 200,200 

＊地方債は緊急自然災害防止対策事業債の最終年度である令和7年度まで借入。 

 

[歳出]                                    ［千円］ 
 ～令和5年度 令和6年度 令和7年度～ 合計 

委託料 - 1,500 8,500 10,000 

用地取得費 56,300 4,900 － 61,200 

物件補償費 49,000 100 － 49,100 

工事請負費 4,000 － 71,000 75,000 

事務費(町分） 2,000 500 2,400 4,900 

計 111,300 7,000 81,900 200,200 

 

３ 予算額                        

歳
入 

緊急自然災害防止対策事業債 ４，９００千円 

歳
出 

用地測量設計業務委託料 

用地取得費 

物件補償費 

事務費（用地交渉時旅費など） 

計 

１，５００千円 

４，９００千円 

１００千円 

５００千円 

７，０００千円 

 

-19-



  
  

谷地区治水対策事業【継続】 

                                当初予算額：１２０,０００千円 

１ 現状と課題及び目的 

 ○矢谷川のバックウォーター現象に伴い、直近５年間だけでも、平成３０年・令和２年・３ 

年と、立て続けに大規模な内水氾濫が発生。 

 ○国・県・町が一体となっての抜本的な治水対策の実施が決定(令和３年度末)。 

 

主 体 根拠となる計画 主なエリア 事業期間(注：予定) 

国(含む県・町) 治水とまちづくり連携計画 

緊急対策特定区間 

本川・下流部 ～概ね１０年間 

県(含む町) 江の川水系下流支川域河川整備計画 上流部 ～概ね１０年間 

 

○事業完成までの間を補う応急対策工事も完了（令和４年６月）。 

○矢谷川左岸上流部を先行整備エリアとして決定。（令和４年８月）。 

○令和５年度において、先行整備エリアの用地買収に着手。 

○基本的に、｢用地測量｣→｢補償物件調査｣→｢用地等購入｣→｢各種工事｣の順で事業実施。 

 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度～ 予 算 化 

国 

補償物件調査 補償物件調査 

用地等購入 

用地等購入 

護岸・造成 

国施工区間については、国が一括

発注し、県及び町へ負担金を請求 

→ 町は確定次第その都度予算化 

県 

用地等購入 

補償物件調査 

用地等購入 

迂回路整備 

護岸・造成 

用地等購入 

護岸・造成 

県施工区間については、県が直接

執行 

町 
補償物件調査 

用地等購入 

用地等購入 

町有物件解体 

用地等購入 

造成・基盤整備等 

町施工区間については、町が直

接執行 

 

２ 概 要 

〇右岸上流部（県施工区間）の用地測量業務を実施。（委託料：9,000千円） 

○先行整備エリア（左岸上流部のうち主として学園橋下流部）における用地買収・物件移転

交渉を継続実施。（用地取得費：47,000千円、物件補償費：25,000千円） 

○国施工区間である左岸下流部についても、用地買収・物件移転交渉を実施予定。費用につ

いては、国において調査中であるため概算で算出し、不足が生じる場合は補正対応予定。 

（用地取得費：20,000千円、物件補償費：13,000千円） 

○先行整備エリア内に存在する町有物件（旧法務局長官舎）の解体を実施。 

（工事費：5,000千円） 

〇事業費の推移は裏面の表を参照。 

（裏面） 

令和６年３月８日 
地 域 整 備 課 
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［歳入］                            ［千円］ 
 ～令和5年度 令和6年度 令和7年度～ 合 計 

支障移転費 12,009 － － 12,009 

地方債 100,000 109,700 392,000 601,700 

一般財源 51,491 10,300 1,324,500 1,386,291 

計 163,500 120,000 1,716,500 2,000,000 

 ＊地方債は緊急自然災害防止対策事業債の最終年度である令和7年度まで借入。 

 

［歳出］                            ［千円］ 
 ～令和5年度 令和6年度 令和7年度～ 合 計 

委託料 49,000 9,000 81,000 139,000 

用地取得費 55,000 67,000 77,000 199,000 

物件補償費 50,000 38,000 292,000 380,000 

工事請負費 7,500 5,000 1,262,000 1,274,500 

事務費(町分） 2,000 1,000 4,500 7,500 

計 163,500 120,000 1,716,500 2,000,000 

 

３ 予算額                   

 
歳
入 

緊急自然災害防止対策事業債 １０９，７００千円 

歳
出 

用地測量設計業務委託料 

用地取得費 

物件補償費 

工事請負費（旧法務局長官舎解体） 

事務費（用地交渉時旅費など） 

計 

９，０００千円 

６７，０００千円 

３８，０００千円 

５，０００千円 

１，０００千円 

１２０，０００千円 
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小中で一貫した学力を育むためのＩＣＴ整備事業事業【拡充】 

当初予算額：１０，５１５千円 

１ 現状と課題及び目的 

○小・中学校９年間の、系統性のある情報教育とＩＣＴ環境を整備するために、リースによ

り機器を導入。 

 小学校 中学校 

リ 

ー 

ス 

①タブレット端末 59台 

（R6.1.1～R10.12.31） 

②教職員用パソコン 20台 

（R1.9.30～R6.9.30） 

③電子黒板 2台 

（R1.7.1～R6.6.30） 

❶タブレット端末 54台 

（R6.1.1～R10.12.31） 

❷教職員用パソコン 16台 

（R1.9.30～R6.9.30） 

❸電子黒板 3台 

（R1.7.1～R6.6.30） 

❹パソコン教室機器 31台 

（R1.7.1～R6.6.30） 

購 

入 

④タブレット端末購入 116台 

（R2年度） 

⑤電子黒板購入 6台 

（R2年度） 

❺タブレット端末購入 54台 

（R2年度） 

❻電子黒板購入 5台 

（R2年度） 

○これからの社会を生きる児童生徒にとって重要な情報活用能力を育成する必要があるた

め、リース機器を計画的に更新。 

○学校において、日常的にＩＣＴを活用した効果的な授業を実現するために、教員のＩＣＴ

活用指導力を向上。 

２ 概 要 

○小中学校ＩＣＴ機器リース 

小学校：【更新】教職員用パソコン ２０台② 

【継続】タブレット端末 ５９台① 

中学校：【更新】教職員用パソコン １６台❷、パソコン教室機器 PC教室 ３１台❹ 

【継続】タブレット端末 ５４台❶ 

※電子黒板は更新せず、リース期間が終了した電子黒板を継続して利用 

３ 予算額                      

歳
入 

地方創生推進交付金（国） 補助率：１／２ 

※ 教職員用パソコンは補助対象外 

４，０９５千円 

 

歳
出 

コンピュータリース料（小学校管理費） 

コンピュータリース料（中学校管理費） 

計 

４，１０６千円 

６，４０９千円 

１０，５１５千円 

 

令和６年３月８日 

教 育 課 

 

-22-



           

学校給食費無償化事業【新規】 

当初予算額：１２，５２０千円 

１ 現状と課題及び目的 

〇令和３年度から食材購入費にかかる物価高騰相当額を学校給食会に支援することにより、

学校給食費での保護者の経済的負担を軽減。 

（令和５年度補助額：１人あたり１２，２９０円） 

〇国の「骨太方針２０２３」では、こども・子育て政策の抜本強化に向け、多様な施策と子

ども政策との連携を図るため、学校給食無償化の課題整理等を行うことを閣議決定。 

○物価高騰が継続する中でも学校給食の質を維持するために、費用を全額支援する少子化対

策・子育て支援策を創設し、保護者の経済的負担を軽減。 

○県内でも先進的な乳幼児等医療費、保育料、学校給食費すべての無償化を実施することで、

子育て支援策の充実化を図り、移住・定住施策を強化。 

 

２ 概 要 

児童生徒にかかる学校給食費を川本町学校給食会に全額補助。 

○対 象 者：小学校児童１３０名、中学校生徒６０名（見込） 

○給食日数：小学校・中学校２００日（見込） 

○給 食 費：１食あたり小学校３２０円、中学校３５０円 

※物価高騰による単価見直し 

 

※学校給食費負担割合のイメージ 

 児童生徒 教職員・給食センター 

令和 

5年度 

 
【町費ｂ】 

【個人負担】 

小 260円 中290円 

【個人負担】 

260円または290円 ａ 

令和 

6年度 

【町費ｃ】 

小 320円 中 350円 

【個人負担】 

320円または350円 

※ａ：国庫補助金 

町費ｂ：学校給食会補助金、就学援助費、特別支援就学奨励費 

町費ｃ：学校給食会補助金 

 

３ 予算額                       

歳
入 

子ども・子育て支援基金繰入金 

県医療費助成拡充により押し出される一般財源 

３，０００千円 

８００千円 

歳
出 

学校給食費補助金 １２，５２０千円 

 

令和６年３月８日 
教   育   課 
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学校施設建設検討事業【新規】 

当初予算額：４５６千円 

１ 現状と課題及び目的 

○川本町立学校のあり方検討委員会からの答申。（令和５年５月） 

・９年間の学びの連続性、一貫性のあるカリキュラムの構築が可能となる小中一貫教育へ

の移行。 

・教育環境、学校施設機能の多様化に応じた施設への建て替えが望ましい。 

・小学校・中学校が近接した形態が望ましい。 

○学校施設建設に向けて必要な今後の対応。 

①具体的な建設計画に向けた検討組織の設置。 

②学校・保護者・地域との協議と目指すべき姿の共有。 

２ 概 要 

〇学校施設検討委員会の設置。 

・学校建設基本構想・基本計画の策定。 

・学校、保護者、地域等が参画するワークショップの実施。 

・先進事例視察調査 

【学校建設スケジュール（案）】 

年度 

工種 
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

1.基本構想・基本計画        

2.建築実施設計        

3.造成設計        

4.造成工事        

5.建設工事（校舎）        

6.建設工事（体育館）        

7.外構工事        

8.ネットワーク工事        

9.移転作業        

10.開校        

３ 予算額                          

歳
出 

学校施設建設委員会（委員報酬、費用弁償） 

先進事例視察調査経費（費用弁償、旅費） 

計 

２１７千円 

２３９千円 

４５６千円 

 

令和６年３月８日 
教 育 課 
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河津桜公園整備事業（実施設計）【新規】 

当初予算額：１０，２８０千円 

１ 現状と課題及び目的 

 ○(株)三協による河津桜の寄贈等のこれまでの地域活性化の貢献への想いに応え、子育て世

代からの公園整備への熱い要望や、三原地域の中心地となる南佐木残土処理場跡地の有効

活用の必要性を踏まえ、町民の日常的な憩いの場、交流やイベントの会場となる公園整備

を計画。 

 ○これまでの経緯 

➢ 町道三原古市線沿線へ９００本植栽（令和２年度～令和４年度） 

➢ 公園整備構想に向けて意見集約（令和３年度～令和５年度） 

三原連合自治会や子育て世代等との意見交換会やアンケート調査実施 

➢ 活性化対策特別委員会において公園整備構想説明（令和６年１月） 

２ 概 要 

 〇河津桜を中心とした公園整備（実施設計） 

 〇計画地 川本町大字南佐木（南佐木残土処理場跡地） １０，０００㎡ 

 〇必要と思われる公園機能 

区 分 項 目 内       容 

植 栽 木・花 河津桜・ｿﾒｲﾖｼﾉ・ｻﾂｷ（町花）・紅葉（町木）・フジバカマ 

建 物 

トイレ バリアフリー・おむつ交換台設置 

休憩所 ベンチ・東屋 

倉 庫 収納倉庫（肥料・イベント備品等） 

 

 

構築物 

大広場 芝生エリア・真砂土エリア 

駐車場 As舗装・パーキングブロック 

遊 具 複合遊具 

付帯設備 フェンス・水飲み場・防犯灯 等 

その他 ﾍﾘﾎﾟｰﾄ ドクターヘリ発着地（大広場） 

公園管理 町が原則草刈等を行う。（年数回ボランティア募集） 

 〇今後のスケジュール（案） 

➢ 令和６年度 実施設計 

➢ 令和７年度 公園整備工事 

３ 予算額 

歳 

入 
辺地対策事業債 １０，２００千円 

歳 

出 
河津桜公園実施設計業務委託料 １０，２８０千円 

令和６年３月８日 

産 業 振 興 課 
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当初予算内訳表

〔歳入〕

当初予算額 構成比 増減額 増減率 当初予算額 構成比

1 町 税 329,706 6.6 △ 1,106 △ 0.3 330,812 7.1

2 地 方 譲 与 税 54,353 1.1 7,325 15.6 47,028 1.0

3 利 子 割 交 付 金 228 0.0 6 2.7 222 0.0

4 配 当 割 交 付 金 1,210 0.0 △ 308 △ 20.3 1,518 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 1,336 0.0 545 68.9 791 0.0

6 法人事業税交付金 8,655 0.2 793 10.1 7,862 0.2

7 地方消費税交付金 81,011 1.6 △ 4,068 △ 4.8 85,079 1.8

8 環境性能割交付金 2,666 0.1 855 47.2 1,811 0.0

9 地 方 特 例 交 付 金 900 0.0 100 12.5 800 0.0

10 地 方 交 付 税 2,290,471 45.8 △ 18,860 △ 0.8 2,309,331 49.2

12 分担金及び負担金 31,545 0.6 △ 4,144 △ 11.6 35,689 0.8

13 使用料及び手数料 132,831 2.7 5,109 4.0 127,722 2.7

14 国 庫 支 出 金 516,903 10.3 41,727 8.8 475,176 10.1

15 県 支 出 金 240,031 4.8 △ 21,792 △ 8.3 261,823 5.6

16 財 産 収 入 12,384 0.2 158 1.3 12,226 0.3

17 寄 附 金 15,096 0.3 △ 5,950 △ 28.3 21,046 0.5

18 繰 入 金 509,097 10.2 62,208 13.9 446,889 9.5

20 諸 収 入 93,718 1.9 6,958 8.0 86,760 1.9

21 町 債 680,994 13.6 243,771 55.8 437,223 9.3

5,003,135 100.0 313,327 6.7 4,689,808 100.0

〔歳出〕

当初予算額 構成比 増減額 増減率 当初予算額 構成比

1 議 会 費 58,860 1.2 1,289 2.2 57,571 1.2

2 総 務 費 891,723 17.8 103,141 13.1 788,582 16.8

3 民 生 費 969,857 19.4 44,868 4.9 924,989 19.7

4 衛 生 費 557,935 11.2 △ 56,296 △ 9.2 614,231 13.1

6 農 林 水 産 業 費 241,434 4.8 △ 46,950 △ 16.3 288,384 6.2

7 商 工 費 134,712 2.7 64,230 91.1 70,482 1.5

8 土 木 費 836,916 16.7 47,356 6.0 789,560 16.8

9 消 防 費 302,172 6.0 119,936 65.8 182,236 3.9

10 教 育 費 430,119 8.6 17,953 4.4 412,166 8.8

11 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

12 公 債 費 574,407 11.5 17,800 3.2 556,607 11.9

14 予 備 費 5,000 0.1 0 0.0 5,000 0.1

5,003,135 100.0 313,327 6.7 4,689,808 100.0歳 出 合 計

区 分

歳 入 合 計

区 分

（単位：千円、％）

令 和 5 年 度令 和 6 年 度

令 和 5 年 度令 和 6 年 度

（単位：千円、％）
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自主財源
依存財源

町税
分担金及び負担金
使用料及び手数料
財産収入
寄附金
繰入金
諸収入
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
法人事業税交付金
地方消費税交付金
環境性能割交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
国庫支出金
県支出金
町債
地方特例交付金

町税

6.6%

分担金及び負担金

0.6%

使用料及び手数料

2.7%
財産収入

0.2%

寄附金

0.3%

繰入金

10.2%

諸収入

1.9%

地方譲与税

1.1%

利子割交付金

0.0%

配当割交付金

0.0%

株式等譲渡所得割交付金

0.0%

法人事業税交付金

0.2%

地方消費税交付金

1.6%

環境性能割交付金

0.1%

地方交付税

45.8%

交通安全対策特別交付金

0.0%

国庫支出金

10.3%

県支出金

4.8%

町債

13.6%

地方特例交付金

0.0%

議会費

1.2%

総務費

17.8%

民生費

19.4%

衛生費

11.2%

農林水産業費

4.8%

商工費

2.7%

土木費

16.7%

消防費

6.0%

教育費

8.6%

災害復旧費

0.0% 公債費

11.5%

予備費

0.1%

自主財源

22.5%

依存財源

77.5%

歳 入
予 算

歳 出

予 算

歳入予算構成図

歳出予算構成図（目的別）
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性質別歳出の状況
（単位：千円、％）

令和6年度 令和5年度 増減額 増減率 構成比

1,809,281 1,724,072 85,209 4.9 36.2

699,753 654,048 45,705 7.0 14.0

574,407 556,607 17,800 3.2 11.5

535,121 513,417 21,704 4.2 10.7

989,614 834,842 154,772 18.5 19.7

989,614 834,842 154,772 18.5 19.7

補 助 事 業 562,729 467,360 95,369 20.4 11.2

単 独 事 業 420,856 357,848 63,008 17.6 8.4

県 営 事 業 0 0 0 0.0 0.0

受 託 事 業 6,029 9,634 △ 3,605 △ 37.4 0.1

0 0 0 0.0 0.0

2,204,240 2,130,894 73,346 3.4 44.1

677,446 664,461 12,985 2.0 13.5

1,083,276 1,068,823 14,453 1.4 21.7

39,034 30,623 8,411 27.5 0.8

9,478 9,497 △ 19 △ 0.2 0.2

186 92 94 0.0 0.0

0 0 0 0.0 0.0

389,820 352,398 37,422 10.6 7.8

5,000 5,000 0 0.0 0.1

5,003,135 4,689,808 313,327 6.7 100.0

そ の 他 経 費

物 件 費

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

人 件 費

公 債 費

扶 助 費

貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

合 計

補 助 費 等

維 持 補 修 費

積 立 金

投 ・ 出 資 金

当 初 予 算 額
区　　　　分

普通建設事業費

災害復旧事業費

人件費

14.0%

公債費

11.5%

扶助費

10.7%

補助事業

11.2%
単独事業

8.4%

県営事業

0.0%
受託事業

0.1%

災害復旧費

0.0%

物件費

13.5%

補助費

21.7%

維持補修費

0.8%

積立金

0.2%

投・出資金

0.0%

貸付金

0.0%

繰出金

7.8%

予備費

0.1%

義務的経費

36.2%

投資的経費

19.7%

その他経費

44.1%

歳出予算構成図（性質別）
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地方債の内訳
（単位:千円）

基金の内訳
（単位:千円）

瀬尻・久料谷地区治水対策事業 4,900 緊 急 自 然 災 害 防 止 事 業 180,100 

緊急自然：

防 災 施 設 整 備 事 業 45,800 
緊防：

因原地区内水排除施設拡張事業 65,500 

避難所バリアフリー化事業 3,000 

99,000 

1,100 

社 会 体 育 施 設 整 備 事 業 10,300 

公 園 施 設 整 備 事 業 10,200 辺地： 三原地区公園整備事業

2,500 

過疎： 町民体育館浄化槽整備事業 7,800 

緊急自然：

8,000 

過疎： 橋梁修繕事業 9,100 

36,500 

合　　　　　計 2,311,400 509,097 9,478 1,811,781 

果実運用型 1,841 235                1                    1,607 

ふるさと・水と土保全対策基金 1,841 235                1                    1,607 

子ども・子育て支援基金 5,926 3,000              2                    2,928 

森林環境整備基金 10,120 -                    1                    10,121 

定住促進基金 16,360 1,920              2,400              16,840 

江の川流域活性化基金 10,588 -                    1                    10,589 

雇用創出基金 7,710 7,000              3                    713 

ふるさと創生事業資金積立金 45,577 -                    14                  45,591 

緊防： 防災情報ネットワークシステム整備事業 42,800 

80                  451,487 

ふるさと思いやり基金 21,746 12,185            11                  9,572 

1                    1,002 

公共施設等総合管理基金 547,441 96,034            

取り崩し型 668,246 121,916          2,513              548,843 

学校教育施設整備基金 2,778 1,777              

減債基金 965,900 200,000          4,761              770,661 

その他特定目的基金 670,087 122,151          2,514              550,450 

財政調整基金 675,413 186,946          2,203              490,670 

種　　　　　　　　類 Ｒ５年度末見込
Ｒ６年度当初予算額

Ｒ６年度末見込
取　崩　額

計 680,994 

積　立　額

かわもと音戯館活用事業 21,800 

臨 時 財 政 対 策 債 3,094 臨財： 臨時財政対策債 3,094 

過 疎 対 策 特 別 事 業
（ 過 疎 ソ フ ト 事 業 ）

80,000 

島根中央高校教育振興事業 2,500 

13,000 

ＦＴＴＨ基盤活用事業 35,300 

学習交流センター運営事業

公 共 施 設 整 備 事 業 辺地：

過疎： エゴマ産地育成事業 7,400 

14,400 過疎： コミュニティバス整備事業 14,400 

10,200 

住 宅 整 備 事 業 99,000 過疎： 定住促進住宅整備事業

合併処理浄化槽設置事業 1,100 過疎： 合併処理浄化槽設置事業

起 債 の 目 的 限 度 額 内　　　　　　　　　　　訳

道 路 整 備 事 業 149,000 

過疎： 道路災害対策事業 54,700 

過疎： 通学路安全対策事業

過疎： 町道舗装長寿命化事業 31,500 

9,200 

過疎： 高機能消防指令センター整備事業 8,500 

三原まちづくりセンター改修事業 13,500 

66,000 

過疎： 町道因原日向線改良事業

緊急自然： 谷地区治水対策事業 109,700 

13,500 

辺地： 町道田原絵堂線改良事業

公立邑智病院建設改良事業

川本西グラウンド整備事業

診 療 施 設 整 備 事 業 66,000 

消 防 施 設 整 備 事 業 8,500 

コミュニティバス整備事業

過疎：

過疎：
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施設の管理運営経費
（単位：千円）

ま ち ご と 魅 力 化
セ ン タ ー

48,325 48,228 97 0.2%
利用実績に伴う光熱水費の増
利用実績に伴う施設管理委託料の減

Ｒ6年度 Ｒ5年度 増減額 増減率 備　　考

役 場 庁 舎 14,698 13,251 1,447 10.9% 最低賃金増に伴う庁舎警備委託料の増

消 防 施 設 3,343 3,691 △ 348 △9.4% 自動車重量税の減

学習交流センター 37,346 33,744 3,602 10.7% 利用実績に伴う光熱水費の増

三 原 ま ち づ く り
セ ン タ ー

8,228 7,864 364 4.6% 消火器12本更新に伴う増

笹 遊 里
（ 指 定 管 理 ）

5,143 5,574 △ 431 △7.7%
指定管理（Ｒ３～Ｒ７）
AEDリース料の減

△ 207 △3.7%
指定管理（Ｒ３～Ｒ７）
AEDリース料の減

弥 山 荘
（ 指 定 管 理 ）

20,070 21,172 △ 1,102 △5.2%
指定管理（Ｒ３～Ｒ７）
温泉管スケール防止装置リース料の減

町 営 住 宅 26,289 36,462 △ 10,173 △27.9%
要安全確認計画記載建築物耐震関係
補助金の減

イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン
セ ン タ ー か わ も と
（ 指 定 管 理 ）

5,449 5,656

悠 湯 プ ラ ザ
（ 指 定 管 理 ）

1,322 1,322 0 0.0% 指定管理（Ｒ３～Ｒ７）

都 市 公 園 77 77 0 0.0%

悠邑 ふる さと 会館 51,088 48,194 2,894 6.0%
利用実績による燃料代の増
修繕費の増

小 学 校 20,217 26,281 △ 6,064 △23.1% 校務支援システム導入費の皆減

中 学 校 25,266 26,806 △ 1,540 △5.7% 校務支援システム導入費の皆減

音 戯 館
（ 指 定 管 理 ）

21,852 30,677 △ 8,825 △28.8%
指定管理（Ｒ６～Ｒ７）
指定管理委託料見直しに伴う減

西 公 民 館 4,654 4,098 556 13.6% 施設予約システム導入費の皆増

図 書 館 18,521 18,160 361 2.0%
人件費の増
予算組替によるコピー機リース料の皆増

学校給食センター 44,096 36,609 7,487 20.5%
学校給食費補助金の増（無償化事業）
利用実績に伴う光熱水費の減

体 育 施 設 12,851 11,069 1,782 16.1% 施設予約システム導入費の皆増

計 368,835 378,935 △ 10,100 △2.7%
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一部事務組合等負担金内訳

所属 款 項 目 Ｒ6年度 Ｒ5年度 対前年比

347,821 293,274 54,547

22,083 21,957 126

総務財政 2 1 1 15,594 15,468 126

総務財政 2 1 1 6,489 6,489 0

84,755 45,543 39,212

まちづくり 2 1 6 76,738 37,841 38,897

健康福祉 4,810 4,621 189

健康福祉 3,207 3,081 126

129,508 129,124 384

42,242 41,957 285

運営費 町民生活 4 2 1 42,242 41,957 285

71,933 69,814 2,119

運営費 町民生活 4 2 1 71,933 69,814 2,119

15,333 17,353 △ 2,020

運営費 町民生活 4 2 1 15,333 17,353 △ 2,020

健康福祉 3 1 3 111,475 96,650 14,825

243 243 0

総務財政 2 1 1 243 243 0

総務財政 9 1 1 156,600 145,169 11,431

健康福祉 4 1 1 104,223 180,650 △ 76,427

146,546 142,858 3,688

健康福祉 3 1 3 5,414 6,876 △ 1,462

健康福祉 71,772 72,537 △ 765

健康福祉 69,360 63,445 5,915

6,825 5,917 908

町民生活 4 1 6 6,825 5,917 908

762,258 768,111 △ 5,853

火葬場

運営費

合　　　　計

島根県後期高齢者医療広域連合

広域連合運営費負担

療養給付費負担 後期高齢会計

後期高齢者医療保険料 後期高齢会計

介護保険

島根県市町村総合事務組合

一般管理費

江津邑智消防組合

邑智病院組合

新可燃ごみ共同処理施設

後期高齢者医療 後期高齢会計

環境衛生課

し尿処理施設

ごみ焼却処理施設

情報システム課

情報処理費

国民健康保険 国保会計

（単位：千円）

区　　　　　分

邑智郡総合事務組合

総務課

一般管理費

職員派遣費
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所属別事業 （単位：千円）

うち特交

議会費 58,860 15 58,845

監査委員費 1,084 1,084

職員研修事業 2,559 1,452 1,107

法制執務支援システム管理費 1,826 1,826

就業管理及び勤怠管理システム導入事業 660 660

個人情報保護法改正対応事業 3,740 3,740

もっと知ろうまちの予算作成費 400 400

財務書類作成事業 2,420 2,420

公共施設維持管理システム使用料 660 660

町有地草刈事業 15,500 15,500

公用車管理費 5,386 500 4,886

自治会事務交付金 6,186 1,000 5,186

自治会防犯灯LED化補助事業 438 438 0

特定空家対策費 2,229 1,000 500 729

公衆無線ＬＡＮ管理費 1,357 1,357

江津邑智消防組合負担金 156,600 8,500 148,100

消防団費 21,957 5,600 16,357

消防出初式費 728 728

島根県消防操法大会出場費 3,723 3,723

消防施設維持費 3,343 3,343

防災行政無線維持費 46,717 42,800 3,917

水防費 69,104 65,500 3,604

町債元利償還金 573,420 573,420

広報費（広報かわもと発行等） 9,043 30 179 8,834 4,271

情報対策費 104,241 27,193 77,048

地域情報化対策費（ＦＴＴＨ） 83,270 35,300 37,421 10,549 1,551

デジタル化推進費（デジタルデバイド等） 4,764 2,053 2,711

「かわもと暮らし」運営費 14,282 14,282 13,350

まげなフリーパス事業 330 330

住まいづくり応援事業 39,940 9,500 15,415 15,025

夢と可能性に挑戦する人財定住助成金事業 5,224 1,920 3,304

地域おこし協力隊活用事業 2,200 2,200 2,200

関係人口創出・拡大事業 7,000 1,750 3,500 1,750

女子野球で繋がる挑戦人口創出事業 12,600 480 12,120 12,000

集落対策費（小さな拠点づくり） 1,756 500 500 756 756

三原まちづくりセンター管理費 21,758 13,500 120 8,138 7,898

学習交流センター管理費 37,346 5,122 13,000 14,652 4,572 4,554

まちごと魅力化センター管理費 48,325 6,829 29,293 12,203 4,202

町出身者会（東京・大阪・広島）連携事業 1,454 75 1,379

デマンドタクシー運行委託 4,914 253 4,661

生活交通確保対策事業（邑南町営バス） 5,137 1,126 4,011

生活バス路線確保対策補助事業 9,762 1,127 8,635

交通空白地域タクシー助成事業 1,295 346 949

定住促進住宅整備事業 141,951 14,000 99,000 28,951

島根中央高等学校教育振興助成事業 40,288 10,200 115 29,973 26,336

島根中央高校通学助成事業 14,064 14,064

 議会事務局

 総務財政課

事 業 名 予算額
財源内訳

国 県 町債 その他 一般財源

 まちづくり推進課
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所属別事業 （単位：千円）

うち特交
事 業 名 予算額

財源内訳

国 県 町債 その他 一般財源

ふるさと納税推進事業 19,633 17,096 2,537

姉妹都市交流費（坂町開催イベントへの出店補助） 291 291

農業委員会事務局費 11,753 1,486 10,267

農業担い手支援事業 24,159 8,000 16,159 2,722

中山間地域等直接支払事業 22,888 17,185 5,703

多面的機能支払交付金 11,285 8,487 2,798

インフォメーションセンター管理費 5,449 72 5,377

笹遊里管理費 5,143 15 5,128

弥山荘管理費 20,070 20,070

奨励作物拡大支援事業（エゴマ・ピーマン） 7,450 7,400 50

特別栽培米生産拡大補助事業 100 100

土づくり育成補助事業 160 160

環境保全型農業直接支払事業 1,864 1,400 464

経営所得安定対策等推進事業 973 973 0

６次産業化推進事業 1,200 1,200

畜産振興事業 1,020 1,020

造林事業費 6,029 324 4,372 1,333

森林環境整備事業 17,936 1 17,935

有害鳥獣対策事業 15,594 90 12 15,492 3,464

商工会補助事業 5,000 5,000

商店経営改善支援補助事業 253 253

商店街活性化支援事業 325 325

商業活性化対策事業 14,381 2,000 2,000 10,381 259

商業活性化担い手支援事業 1,000 1,000 1,000

交流人口拡大推進補助事業 23,550 23,550 23,550

ええなあまつり実行委員会補助事業 200 200

産業祭実行委員会補助事業 200 200

観光協会補助事業 956 956

かわもと音戯館運営費 46,852 21,800 25,000 52

三原地区公園整備事業 10,280 10,200 80

町内就職活動等促進経費助成事業 200 200

窓口おもてなし事業 220 220 0

町議会議員選挙費 16,727 16,727

広域隣保活動事業 298 223 75

地域改善費 44 44

狂犬病予防事業 174 108 66

火葬場運営費 7,252 975 6,277

ごみ減量化装置設置事業 69 69

カーボンニュートラル普及啓発事業費 100 100

太陽光発電等導入促進事業 1,080 330 750

し尿・ごみ焼却施設負担金 129,508 129,508

町営住宅管理事業 158,579 61,518 2,804 94,257 0

社会福祉協議会活動助成事業 24,154 24,154

結婚新生活支援事業補助事業 600 300 300

福祉医療費助成事業 12,894 6,063 674 6,157

民生委員費 1,177 1,177

国民健康保険運営事業 （繰出金） 51,967 2,843 9,693 39,431

生活困窮者自立支援事業 6,251 4,416 1,835

産業振興課

 町民生活課

 健康福祉課
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所属別事業 （単位：千円）

うち特交
事 業 名 予算額

財源内訳

国 県 町債 その他 一般財源

障がい者就労促進事業 2,477 2,477

特別障がい者手当等支給事業 2,134 1,600 534

精神障がい者通院費・医療費助成事業 867 867

透析患者交通費助成事業 722 722

難聴児補聴器購入助成事業 194 97 97

障がい者自立支援給付事業 135,560 67,780 33,890 33,890

障がい者自立支援医療事業 7,536 3,768 1,894 1,874

障がい児通所給付事業 5,640 2,820 1,410 1,410

障がい者地域生活支援事業 18,852 2,741 2,741 13,370

長寿のお祝い事業 300 300

老人クラブ助成事業 500 266 234

養護老人ホーム措置費 89,765 26,745 63,020

後期高齢者医療費 101,101 14,968 86,133

介護保険事業 113,270 90 113,180

介護予防事業 9,958 7,395 2,563 2,300

包括的介護支援事業 10,489 6,375 4,114

子ども・子育て支援事業計画策定業務 4,842 4,842

乳幼児等医療費助成事業 4,058 1,525 30 2,503

つながる絵本お届け事業 326 326

子育て支援事業（病後児保育、保育士確保等） 11,660 805 2,373 2,557 5,925 576

未熟児養育医療給付事業 301 150 75 10 66

子ども医療費助成事業 6,566 963 30 5,573

保育所運営費 154,674 74,918 31,991 1,561 46,204

児童手当費 34,761 24,196 5,250 5,315

母子福祉費 13,726 5,602 699 350 7,075

生活保護費 75,542 33,959 15 41,568

在宅当番医制運営委託 3,099 2,541 558

公立邑智病院負担金 104,223 66,000 38,223

公的病院等支援事業 168,000 168,000 134,400

成人保健事業 7,339 58 348 812 6,121

母子保健事業 5,867 1,430 331 28 4,078

不妊・不育治療助成事業 1,520 1,520

感染症予防事業 13,865 321 13,544

合併処理浄化槽設置事業 2,572 1,100 1,472

簡易水道事業 （繰出金） 86,692 86,692

飲料水供給施設整備事業 2,000 2,000

農業集落排水処理事業 （繰出金） 44,013 44,013

農地耕作条件改善事業（三原４地区） 5,000 3,500 750 750

橋梁点検事業 5,000 3,272 1,728

橋梁長寿命化事業 25,252 15,054 9,100 1,000 98

町道維持費（除雪、除草等） 72,619 31,500 41,119

道路災害対策事業 126,115 71,400 54,700 15 0

通学路安全対策事業 21,100 13,090 8,000 10

町道田原絵堂線改良事業 88,949 47,600 36,500 4,849

町道因原日向線改良事業 21,100 11,900 9,200 0

公園管理費 1,777 86 1,691

河川浄化対策事業（濁川等） 3,000 1,250 1,750

瀬尻・久料谷地区治水対策事業 7,000 4,900 2,100

谷地区治水対策事業 120,000 109,700 10,300

一時借入金利子 987 987

 地域整備課

 会計室
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所属別事業 （単位：千円）

うち特交
事 業 名 予算額

財源内訳

国 県 町債 その他 一般財源

坂町姉妹都市交流事業 761 242 370 149

悠邑ふるさと会館管理費 59,288 925 20,085 38,278

スクールソーシャルワーカー活用事業 200 200 0

学校教育指導主事派遣負担金 3,934 3,934

スクールバス運行事業 42,711 14,400 1,058 27,253

語学指導助手招致事業 9,897 47 9,850

島根中央高校教育振興費（スクールバス） 2,528 2,500 28

子ども読書活動推進事業 6,856 2,240 34 4,582

夢センセイ事業 400 267 133 0

自らの学び応援事業 1,000 1,000 0

小学校管理費 20,217 1,407 1,440 1,313 16,057

小学校教育振興費 17,798 333 40 168 17,257

中学校管理費 27,043 2,688 1,440 4,581 18,334

中学校教育振興費 17,713 649 187 16,877

社会教育主事派遣負担金 2,442 2,442

人権・同和教育推進事業 355 190 165

文化財保護事業 1,759 150 1,609

子育て支援事業（子育てサポートセンター運営等） 12,166 2,454 5,353 4,359

文化振興事業 7,670 4,335 3,335

ふるさと教育推進事業 8,698 225 1,250 7,223 4,450

西公民館管理費 4,654 181 222 4,251 3,867

公民館活動事業 667 79 588 584

図書館事業 18,521 665 17,856

社会体育事業委託（スポーツクラブ） 447 447

社会体育団体活動補助事業（しおかぜ駅伝等） 319 319

体育施設費 2,500 544 11 1,945 198

町民体育館トイレ浄化槽設置事業 7,865 7,800 65

川本西グラウンド整備事業 8,500 2,500 6,000 0

川本公園管理費 10,351 181 571 9,599 620

学校給食事業 44,096 3,000 41,096

（単位：千円）

うち特交

エゴマ産地育成事業 7,450 7,400 50

島根中央高校教育振興事業（スクールバス） 2,528 2,500 28

学習交流センター運営事業 37,346 5,122 13,000 14,652 4,572 4,554

ＦＴＴＨ基盤活用事業 83,270 35,300 46,419 1,551 1,551

かわもと音戯館活用事業 46,852 21,800 25,000 52

177,446 5,122 80,000 86,071 6,253 6,105

その他 一般財源

合計

 教育課

■過疎地域自立促進特別事業（ソフト事業）

事 業 名 予算額

財源内訳

国 県 過疎債
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□市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

○社会保障施策に要する経費に充てる引き上げ分の地方消費税交付金額：４２，６２６千円（見込み）

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

国庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
地方

消費税
（引上分）

その他

社会福祉総務費 74,929 300 12,554 3,247 58,828

福祉医療費助成事業費 12,894 6,063 674 322 5,835

民生委員費 1,177 61 1,116

生活困窮者自立支援事業費 6,251 4,416 96 1,739

障がい者福祉費 8,831 1,600 97 373 6,761

障がい者自立支援給付費 135,560 67,780 33,890 1,773 32,117

障がい者医療費 7,536 3,768 1,884 98 1,786

障がい児入所給付費 5,640 2,820 1,410 74 1,336

障がい者地域生活支援事業費 18,852 2,741 2,741 699 12,671

高齢者福祉費 90,780 266 26,745 3,335 60,434

介護予防事業費 9,958 7,395 134 2,429

包括的介護支援事業費 10,489 6,375 215 3,899

児童福祉総務費 9,441 58 33 2 489 8,859

乳幼児等医療費助成事業費 4,058 1,525 30 131 2,372

子育て支援費 11,986 805 3,494 2,557 269 4,861

未熟児養育医療給付事業費 301 150 75 10 3 63

子ども医療費助成事業費 6,566 963 30 292 5,281

保育所運営費 154,674 74,918 33,552 2,417 43,787

児童手当費 34,761 24,196 5,250 278 5,037

母子福祉費 13,726 5,602 699 350 370 6,705

生活保護総務費 31,945 1,262 15 1,604 29,064

扶助費 43,597 32,697 570 10,330

国民健康保険運営対策費 51,967 2,843 9,693 2,063 37,368

後期高齢者医療費 101,101 14,968 4,506 81,627

介護保険事業費 113,270 90 5,920 107,260

保健衛生総務費 25,627 48 48 3,099 1,174 21,258

病院費 272,248 66,000 10,789 195,459

地域自死対策事業費 91 38 3 50

成人保健事業費 7,339 58 348 812 320 5,801

母子保健事業費 7,387 1,430 331 28 293 5,305

感染症予防事業費 13,865 321 708 12,836

1,286,847 227,192 118,079 66,000 60,676 42,626 772,274

社会福祉

社会保険

保健衛生

合　　　　　　計

（単位：千円）

事　　業　　名 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源
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